
概　　要

　千葉県身体障害者福祉事業団は、県立の身体障害者医療・福祉施設の管理運営を主たる事業

目的とする社会福祉法人として千葉県及び関係機関と密接な連携を保ちながら、県の医療・社

会福祉事業の推進を図り、広く県民医療・福祉の向上と増進に寄与してきたところである。

　平成２７年度は、千葉県千葉リハビリテーションセンター（以下「センター」という。）の

指定管理者として管理運営を実施し、経営改善を積極的に進めながら各施設の効率的な運営を

図るとともに、入院・通院患者及び施設利用児・者に対する医学的、社会的、職業的リハビリ

テーションを総合的に行い、社会復帰、家庭復帰の促進に努めた。

　事業団全体では入院・入所の利用者数が延９３，３０９人で利用率は８８．２％となり、前

年度と比較すると２，７９５人減少し、利用率は２．９ポイントの減であった。

　また、外来・通所の利用者数は、延４７，９２２人であった。

　施設別の内訳は、下表のとおりである。

平成２７年度の主な事業

　①　施設利用状況

　　ア　入院・入所の状況

（単位：人・％）

２７年度 ２６年度 増　減

延人数 33,345 35,268 -1,923

利用率 82.8 87.8 -5.0

延人数 44,999 45,431 -432

利用率 93.2 94.3 -1.1

延人数 14,954 15,405 -451

利用率 86.9 89.8 -2.9

延人数 93,298 96,104 -2,806

利用率 88.2 91.1 -2.9

※更生園の定員は、通所計画人数９名を除いた４７名である。 

　　イ　外来・通所の状況
（単位：人・％）

２７年度 ２６年度 増　減

延人数 43,657 44,626 -969

延人数 2,077 1,947 +130

利用率 88.6 88.6 ±0

え　 ぶ　 り 延人数 1,086 1,177 -91

（定員5名） 利用率 90.9 97.3 -6.4

えぶりキッズ 延人数 991 770 +221

（定員5名） 利用率 86.2 78.0 +8.2

延人数 2,278 2,070 +208

利用率 104.6 94.3 +10.3

延人数 48,012 48,643 -631

※ 児童発達支援センターの定員は、県の条例上３０名であるが、施設のスペース等の

 関係から１０名で事業を実施するため、定員欄には実動の１０名を記載している。

　 利用率は、各施設の稼働日数による。

　（２７年度…外来２９５日、えぶり２３９日、えぶりキッズ２３０日、更生園２４２日）

区　　　分
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児童発達支援センター



 ② 短期入所事業の実施 

   短期入所事業は、千葉リハビリテーションセンター内の医療型障害児入所施設「愛育園」及び障害者

支援施設「更生園」の２施設で行った。 

   その実施状況は、次表のとおりである。  

                                      （単位：人） 

 
施 設 名 実人数・延人数 ２７年度実績 ２６年度実績 

対前年度 

増 減 数 

 
 

愛 育 園 

実 人 数 １，００４ １，００２ ２ 

延 人 数 ５，３０１ ５，４５１ △１５０ 

更 生 園 

実 人 数 ３６ ３５ １ 

延 人 数 １８５ ２６３ △７８ 

合  計 

実 人 数 １，０４０ １，０３７ ３ 

延 人 数 ５，４８６ ５，７１４ △２２８ 

   ※ 延人数は、前頁「① 施設利用状況 ア 入院・入所の状況」の延人数の内数である。 

 

 ③ 指定管理期間における重点取り組み項目 

   地方自治法の一部を改正する法律(平成１５年９月２日施行)において、公の施設の管理委託制度が廃

止され、指定管理者制度が導入されることとなった。当事業団にあっては、平成１８年度からの５年間

に引き続き、平成２３年度からセンターの指定管理者として指定を受けて管理運営を実施しているが、

指定管理申請時に提出した事業計画書を基に、より質の高いサービスの提供と経営基盤の確立を目指し、

新たな指定管理期間における重点取り組み項目を定めて、その実現に取り組んだ。 

 

  ア 情報の一元化と分析・フィードバックに関するシステム構築 

     更なる利用者サービスの向上と経営の効率化を図るために、平成２５年度に県執行備品として導

入したオーダリングシステムについて、定例の委員会を開催することで運用等における問題点等を

集約し、その改善を図るとともに、電子カルテの導入に向けた準備を進めた。 

 

  イ 次の時代に向けた人材育成 

     平成２２年４月に設置した人材育成部が中心となり、職員研修、学会・研修会参加、資格取得等、

全職種に共通して必要な資質や能力の向上及び専門職としてのレベルアップの機会の提供に努めた。 

  平成２７年度は、全職員必須参加の ALL CHIBA-REHA 研修、新規採用職員研修、次世代リー

ダー・中堅職員研修を行った。イギリスの国民保険サービスを学ぶべく、ロンドンへの海外研修を

企画したが、同時多発テロの発生により平成２８年度に延期した。また、第 2 期指定管理の締めく

くりとして PDCA コンペ〜センター長 AWARD〜を公募することで、職員の業務改善活動の可視

化・共有化を試みた。さらに、第３期指定管理に向けた戦術を考えるワークショップを開催し、セ

ンター運営の具体的方策を管理職及び有志職員で検討した上で、ボトムアップを行い、その一部が

実際の戦術に反映された。 

      

  ウ 建物の老朽化・狭隘化への対応 

     千葉県において平成２３年度に「千葉県千葉リハビリテーションセンター施設整備計画策定に係

る調査業務委託」が実施され、平成２４年４月に報告書が提出された。センターでは将来の千葉県

千葉リハビリテーションセンターを検討するため、内部に検討委員会を設置し、施設整備に向けて

必要な機能や構造・部屋数・面積等の検討を行い、平成２４年度に県へ提案した。平成２５年度に

は、千葉県総合計画「新 輝け！ちば元気プラン」において、センターの施設整備について記載され

たが、その後、県庁内において、センター整備も含めた県有施設に関する全施設整備について再検



討されている。このような状況下で、平成２７年度は、老朽化に伴い日々発生する不具合箇所等の

修繕を実施するとともに、狭隘化に対応するため、各部屋の見直しに基づく用途変更を行い、限ら

れたスペースの有効活用に努めた。 

 

  エ 新しい時代をリードできる小児療育部門の再構築 

      

  

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 専門的リハビリテーションの世界水準へのレベルアップ 

     脳外傷（高次脳機能障害）のリハビリテーションについては、平成２３年度の「高次脳機能障害

支援センター」開設等の新たな展開を実践する中でその実績を更に積み上げてきた。加えて将来に

向けて、脊髄損傷のリハビリテーションや関節疾患のリハビリテーションについても、積極的な学

会活動等への参加の推奨、新たなワーキンググループの立ち上げ準備、先進施設の視察、２２年度

に導入した三次元動作解析装置やロボットスーツＨＡＬ等の訓練機器の有効活用により、各職種の

レベル向上と質の向上に取り組んだ。 

      

  カ 地域支援の更なる充実 

     地域支援については、地域リハ支援体制整備推進事業、障害児等療育支援事業、小児等訪問看護

師育成研修事業、高次脳機能障害支援普及事業、高次脳機能障害支援センター事業の５事業を千葉

県から受託し実施するとともに、センター独自の研修会・講習会等の開催、ホームページ等の充実

などにより情報提供等を行っている。 

     また、平成２３年度から県の委託事業として高次脳機能障害支援センター事業を実施しており、

高次脳機能障害者に対する個別支援等を行っている。 

     さらに、テクノエイドセンター機能の付加として平成２３年度から福祉用具展示室を稼働し、セ

ンターの利用者に入院・入所中から各福祉用具の試行的な利用機会を数多く提供することにより、

地域生活移行支援の充実を図っている。 

 

   【千葉リハセンター指定管理事業における医療・児童福祉・障害福祉サービス等事業収入の状況】 

                                       (単位：千円・％) 

区   分 ２７年度 ２６年度 
対 前 年 度 比 

金   額 比   率 

医 療 事 業 3,133,292 3,085,371 ＋ 47,921 ＋ 1.6 

障 害 福 祉 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ等 事 業 549,037 538,250 ＋ 10,787 ＋ 2.0 

児 童 福 祉 事 業 73,456 77,457 △ 4,001 △ 5.2 

合   計 3,755,785 3,701,078 ＋ 54,707 ＋ 1.5 

 

平成２４年４月の児童福祉法の改正に伴い、新たな小児療育体制として、県下の障害児療育の中心 

的な役割を果たすために「総合療育センター」を組織し、包括的に障害児療育サービスを提供した。 

      新体制では、肢体不自由児施設「愛育園」と 

重症心身障害児施設「陽育園」が一体化され、 

医療型障害児入所施設「愛育園」となるととも 

に、医療型児童発達支援センター「児童発達支 

援センター」が設置され、重症心身障害児・者 

の通園事業や相談支援事業等を実施した。 

 また、児童発達支援センターでは、保育所等

訪問事業を実施し、保育所等を訪問し、障害児

に対して集団生活への適応のための専門的な

支援を行った。 



④ 施設の整備 

  ア 主な事業団執行工事 

   千葉リハビリテーションセンター 

   ａ ２ＢＣ棟浴室改修工事 

     ２ＢＣ棟浴室（男子浴室）に特殊機械浴槽を設置するための改修工事を行った。 

 

  イ 県執行工事 

   千葉リハビリテーションセンター 

   ａ 昇降機更新工事 

     現有機の保守部品が平成２８年に供給を終了することに対応するため、居住棟 1機、荷物用ダム

ウェーター1基を更新した。 

   ｂ 医療ガス設備増設工事 

     医療ニーズの高い入所児者の増加に対応するため、２Ｃ棟にアウトレット（酸素・吸引）を 

１８箇所、及びそれに伴う配管設備を増設した。 

   ｃ 居住棟系統加湿制御機器更新工事 

     常に安定した一定の加湿制御を可能にするため、居住棟系統の加湿制御機器を更新した。 

   ｄ 中庭スラブ防水加工工事 

     雨水の浸水によるボイラー及び冷温水発生機等への影響回避のため、 

本館と中央棟の間にある中庭スラブの防水加工を実施した。 

 

⑤ 研修事業の実施状況 

   事業団職員の資質の向上に資するため研修会、講習会等を実施した。特に平成２７年度においては、

平成２６年度に完成した「虐待防止マニュアル」を基に、マニュアル作成の背景・経緯等を知り、不適

切な支援を無くすための取り組みについて考えていくために、全職員を対象とした研修会を開催した。 

    

 ⑥ 専門職員の確保 

   看護師等専門職員の確保等に努めた。 

 

 ⑦ 県内の同種施設に対する技術的な助言・指導 

  ア 本事業団職員を県内の社会福祉施設、市町村等へ派遣し、リハビリテーションに係る技術的援助を

行った。 

    ａ 医師の派遣指導      ２９ヶ所  派遣職員数 延 １６５人 

    ｂ 療法士の派遣指導     ３１ヶ所  派遣職員数 延 １０２人 

    ｃ 看護師の派遣指導     １６ヶ所  派遣職員数 延  ６８人 

    ｄ その他専門職員の派遣指導 １３ヶ所  派遣職員数 延  ３８人 

 

  イ 専門技術職員養成校からの実習生及び社会福祉施設等からの研修生の受入指導を行った。 

    ａ 実習生の受入れ   実人数 ９５７人  受入者数 延 ２，４９１人 

    ｂ 研修生の受入れ   実人数  ２６人  受入者数 延    ９９人 

 

 ⑧ 福祉サービスに関する苦情解決 

   「社会福祉法人千葉県身体障害者福祉事業団福祉サービスに関する苦情解決規則」に基づき、社会福

祉施設の利用者等からの苦情等に対して適切な解決に努めている。なお、平成２７年度は苦情の受付が

なかった。 

 

 ⑨ 事故防止対策 

   医療ミス事例の情報を幅広く収集し、事例の分析を行い、ミスを犯しやすいポイント等について具体

的な改善策を検討し、事故防止に向けてのシステムの構築を図るとともに、計画的に研修会を開催し、

体制の強化を図った。 

 

 ⑩ 千葉県高次脳機能障害支援普及事業 

 外傷性脳損傷等により、記憶障害、注意障害、遂行機能障害等の後遺症を呈するいわゆる高次脳機能



障害について、千葉県千葉リハビリテーションセンターが、各関係機関と連携して、平成１３年度から

平成１７年度までのモデル事業において作成した「診断基準」、「訓練プログラム」及び「支援プログラ

ム」を活用し、支援拠点機関として、社会復帰支援のための相談、関係機関との調整、情報発信・研修

等のサービス提供を実施した。 

 

 ⑪ 高次脳機能障害支援センター事業 

 平成１３年度から平成１７年度までのモデル事業において作成した「診断基準」、「訓練プログラム」

及び「支援プログラム」を活用し、高次脳機能障害者に対する機能回復訓練、社会復帰支援や生活・介

護支援及び各種の制度を活用したサービスの提供など、より専門的かつ個別的な支援ニーズへの対応を

主な目的として実施した。 

 

 ⑫ 千葉県地域リハビリテーション支援体制整備推進事業 

   高齢者や障害者が住み慣れた地域社会でよりよい生活ができるよう、地域リハビリテーションが適切

かつ円滑に提供される体制の整備・推進を図るため、当センターは地域リハビリテーションの中核とな

る「千葉県リハビリテーション支援センター」として、平成１４年１１月１日に県から指定された。 

   平成２７年度は、千葉県が行う千葉県地域リハビリテーション連携指針の見直作業に協力するととも

に、各広域支援センター連絡協議会等へ出席した。また、平成２７年度から新たに地域リハビリテーシ

ョン調整者養成研修を開催した他、情報発信に関わる調査及びホームページの充実、県内地域リハ関係

事業への協力、第９回千葉県地域リハビリテーションフォーラムを開催した。 

 

 ⑬ 千葉県災害リハビリテーション支援関連団体協議会 

   大規模災害発生時に被災地の要請に応じ全国規模でのリハビリテーション支援を行うため、平成２５

年７月に大規模災害リハビリテーション支援関連団体協議会（ＪＲＡＴ）が設立された。これを踏まえ、

当センターが事務局となり、県内のリハビリテーション関連職能団体等１０団体と協議を重ね、平成 

２７年９月に「千葉県災害リハビリテーション支援関連団体協議会（Ｃ－ＲＡＴ）」が設立された。 

Ｃ－ＲＡＴにおいては、定期的に会議を開催し今後の活動内容などの検討を重ねた他、平成２８年 

１月に第１回千葉県災害リハビリテーション支援関連団体協議会研修会を開催した。 

 

 ⑭ 治験ほか受託研究 

   千葉県千葉リハビリテーションセンター治験取扱規則に基づき、製造販売後使用成績調査を１件（継

続）実施した。 

 

 ⑮ 公開講座の開催  

  「みんなで考えようこどものリハビリテーション」をテーマに、県民、関係機関等の職員を対象とした

第１５回千葉県千葉リハビリテーションセンター公開講座を開催し、外部講師による講演「小児在宅医

療の現状と展望」、当センター職員によるリレー講演「こどものリハビリいろいろ」を行う他、福祉用具

などの展示を行った。 

 

⑯ 介助犬認定事業 

   合同訓練の一部実施を目的とした介助犬訓練事業を行う機関として第二種社会福祉事業の届出をし、

平成１９年９月７日に認定機関の役割を担う身体障害者補助犬法第１５条に基づく法人として指定され

た。当センターでは、障害者の自立と社会参加の支援のため、その障害を代償・補完する手段の一つで

ある補助犬に関する事業への取り組みを行っており、平成２７年度は介助犬を１頭認定した。 

なお、平成２８年３月末現在で、計３頭の介助犬を認定しているが、実働頭数は１頭である。 

 

 ⑰ 福祉用具等の普及啓発 

   福祉用具及び家屋改修等による環境改善は、障害者の日常生活の様々な分野において重要であるが、

一般的にはまだ周知が不足しているため、中間ユーザー（介護支援専門員、行政担当者等）支援の一環

として、また、利用者の退院後のテクノエイド支援体制を構築すること等を目指し、引き続き平成２７

年度も、利用者の退院支援や入院生活の環境調整、センター職員への情報提供、ホームページ構築等を

行った。 


